
政府の「原発事故収束宣言」の撤回を求める意見書 

 

 政府は、２０１１年１２月１６日、「原子炉は冷温停止状態になった」などと

して「原発事故収束」を宣言した。 

 しかし、事故の実態は以下のとおりである。 

１、爆発した原子炉の燃料が溶け落ち、どうなっているかさえ確認できていな 

い。 

２、３月には冷却用電源の仮設配電盤がネズミ一匹で停電し、３０時間も冷却 

が止まった。 

３、原子炉建屋などに一日４００トンもの高濃度汚染水がたまり続け、度々処 

理水が漏えいするなどの重大事故を繰り返し、地下水や、汚染水の処理の見 

通しすら立っていない。 

  このような状況の下では原発事故収束などと言えないことは明らかであり、 

今のままでは政府、東電に対し不安と不信を抱かざるを得ない。 

 いま政府に求められていることは、「原発事故収束宣言」を撤回し、国の責

任で世界の英知を結集し、一刻も早く真の事故収束に向け、全力で取り組むこ

とである。そうしてこそ除染、賠償、健康管理と被災自治体の真の復興に向か

う環境が整備されるものと確信する。 

  よって、われわれ町議会は、「原発事故収束宣言」を正式に撤回するよう強 

く求めるものである。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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